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議案第２１号 

 

   平成２９年度あきる野市一般会計予算 

 

 平成２９年度あきる野市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３０，８５７，２２５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 

 １，６４０，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  平成２９年２月２１日提出 

 

                   東京都あきる野市長 澤 井 敏 和 
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第２表  債務負担行為 
 

事   項 期   間 限   度   額 

１ 子育てひろば事業委託 
平成 29 年度から 

平成 32 年度まで 
64,240 千円 

２ 口座振替データ分割集合 

処理等電算業務委託 

平成 29 年度から 

平成 34 年度まで 
5,703 千円 

３ 小和田橋補修工事 
平成 29 年度から 

平成 30 年度まで 
100,000 千円 

 



第３表　地方債　   

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法

千円

　　３.０％以内

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる

資金について、利率

の見直しを行った後

においては、当該見

直し後の利率）

雨間東郷前地区農地整備
事業債

8,600

南沢林道施設整備事業債 8,900

中学校水飲栓直結給水化
事業債

25,900

市道Ⅰ－23号線整備事業債

9,500

秋川駅自由通路整備事業債 14,400

市道増戸213号線整備事業債 27,700

33,900

市道Ⅰ－９号線整備事業債 14,700

秋川渓谷遊歩道整備事業債 9,700

秋川キララホール整備事業債 11,500

24,400

小学校非構造部材耐震化
事業債

72,000

25,200

小中野住宅跡地整備事業債

市道Ⅰ－20号線整備事業債

証書借入

又は

証券発行

　借入れのときより

据置期間を含み３０

年以内に償還する。

ただし、財政その他

の都合により償還期

限を短縮し、若しく

は繰上償還又は低利

債に借換えすること

ができる。

認定こども園整備事業債

27,700

私立保育所施設整備事業債

橋梁整備事業債

子育て支援拠点整備事業債

消防水利整備事業債 25,300

28,300

防災行政無線デジタル化
整備事業債

14,400

小学校水飲栓直結給水化
事業債

市道Ⅰ－11号線整備事業債 32,400

市道Ⅰ－５号線整備事業債 16,200

1,186,263

防災機能施設強化事業債 10,600

臨時財政対策債

償 還 の 方 法

12,200

利　　　率

44,600

計 1,684,363
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予 算 説 明 書 
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給　与　費　明　細　書

１　特　別　職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

その他の

特 別 職

1,382

計

59,306

0

7,392 46,637

0

7,392

7,392

1,107

(0.1)

0119 26,555

0 0

119 26,555

0 0
275

(0.1)

(4.3)
21 110,700

533,422

422,722

(4.25)

47,601

27,540
11,705

前年度

長　 等

議 　員

　3

計

比　較

長　 等

議 　員

計

議 　員

計

1,415

(4.4)

60,688

1,296

1,320

3

27,540559,977

449,277

1,439

21

27,540

職 員 数
 

(人)
期末手当

27,540

110,700
48,708

給　与　費

46,912

159,408

区　　分

長　 等

その他
の手当

7,392

本年度

年間支給率(月分)
報　酬 給　料

11,980

(4.35)

449,277

655,597

1,107

26,555

27,937

158,301

422,722

627,660

275
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（単位：千円）

共　済　費 合　　計 備　　　考

5,888 52,800
(その他の手当)
退職手当負担金

43,462 202,870

33,694 482,971

83,044 738,641

5,984 52,621
(その他の手当)
退職手当負担金

44,832 203,133

17,156 439,878

67,972 695,632

△ 96 179

15,072 43,009

△ 1,370 △ 263

16,538 43,093

-　269　-



２　一　般　職

　（１）　総　括

　（　）内は、短時間勤務職員数であり、外書きです。

3,013,405

15,511

1,369,957

△ 8,580

3,020,336

6,931

1,634,868 1,378,537

(△ 5)

975

19,571

通勤手当

8

20,546

扶養手当

39,972

172,801

給　　料

職 員 数
      (人)

(37)

409

(42)

401

1,650,379

職 員 手 当 等 計

給　　与　　費

報　　酬
区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

前 年 度

比　　較

職員手当

等の内訳

本 年 度

区　　分

2,070

174,871

地域手当

41,568

△ 1,596

超過勤務手当

87,176

83,652

3,524

住居手当

9,720

7,740

1,980

等の内訳
前 年 度

比  較

退職手当負担金

275,853

317,766

△ 41,913

区　　分

職員手当
本 年 度

-　270　-



（単位：千円）

共　済　費 合　　計 備　　考

526,436 3,546,772

児童手当

522,625 3,536,030

3,811 10,742

24,675

285 43,942 694,425 252

（単位：千円）

特殊勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当
管 理 職 員
特別勤務手当

△ 1,7600 1,560 26,550 30

22,915

285 42,382 667,875 222
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増  　減 　 額

給  料 15,511

17,426

△ 1,915

職員手当等 △ 8,580 15,783

△ 24,363

（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与

　イ　初任給（平成２９年１月１日現在）

142,000高　　校　　卒

大　　学　　卒

144,600

181,200

区　　分
市　　の　　制　　度

一 般 行 政 職　（円） 技 能 労 務 職　（円）

区　　分

平成２９年１月１日現在

平成２８年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平　 均　 年　 齢　（歳）

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平　 均　 年　 齢　（歳）

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改定に伴う増減分

増   減   事   由   別   内   訳

給与改定に伴う増減分

その他の増減分
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給与改定の状況

平均昇給率　　1.38％

扶養手当 △ 1,596 増減額の内訳

地域手当 2,070

住居手当 1,980 　扶養手当

通勤手当 975 　地域手当

超過勤務手当 3,524 　住居手当

管理職手当 1,560 　通勤手当

期末勤勉手当 26,550 　超過勤務手当

管理職員特別勤務手当 30 　特殊勤務手当

児童手当 △ 1,760 　管理職手当

退職手当負担金 △ 41,913 　期末勤勉手当

　管理職員特別勤務手当

　児童手当

　退職手当負担金

技 能 労 務 職

332,636

383,713

51.7

337,964

392,073

52.0

技能労務職（円）

143,500

その他

増減分

給　与

職員構成の変動に伴う減

△ 41,913

　本年度　給料表改定率見込　　－　％　実施時期　平成－年－月－日

　前年度　給料表改定率　      －  ％　実施時期　平成－年－月－日

1,560

26,550

30

3,524

－

計　

△ 1,596

2,070

1,980

975

改定分

－

－

15,783

－

－

－

－

－

10,767

△ 1,596

2,070

1,980

975

30

3,524

－

1,560

△ 1,760

△ 41,913

－

－

－

△ 1,760

401,839

説　　明

一 般 行 政 職

182,700

一 般 行 政 職　（円）

146,100

国　　の　　制　　度

備　　考

416,846

44.0

42.7

336,176

327,702
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　ウ　級別職員数

　（　）内は、短時間勤務職員数。

　　（級別の標準的な職務内容）

　エ　昇給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

一般行政職 部長等の職務 課長等の職務
課長補佐、係長

等の職務
主任の職務

定型的な業務を
行う職務

区　分 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

190 6

５号給 96 73 1

４号給 241

本

年

度

職 員 数   (Ａ)

２号給

３号給

区　　分

409

昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ) 338

号 給 数 別 内 訳

１号給

６号給 1

技能主任の職務

29.892

(38)

309

(55.3)

23.3 2

合　　計

平成28年1月1日現在

計

(21)

72

４　級

３　級

(44.7)

技能長の職務技能労務職

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

318 13

80.0

(1) (100.0)

12２　級

264 7

２級又は３級に属
さない職員の職務

代 表 的 な 職 種

15

6.71３　級

(1)

7.1
１　級

14 100.0
計

(1) (100.0)

1 7.1

(21)

81

(44.7)

1

(100.0)

２　級 12 85.7

１　級
(17)

87

38

５　級

２　級

(55.3)

26.3

(17)

計

95 30.7

３　級

技 能 労 務 職

構 成 比(％) 級

3.9

12.3

職 員 数(人)構 成 比(％)

５　級

４　級

12

２　級

３　級

区　　分
級 職 員 数(人)

一 般 行 政 職

30.2

13.3

(100.0)

100.0

１　級１　級

100.0
計

(100.0) (1)

前

年

度

職 員 数   (Ａ)

号 給 数 別 内 訳

１号給

３号給

５号給

比　　　　　　  　　率　(Ｂ) ／ (Ａ)

4

312 14

昇 給 に 係 る 職 員 数   (Ｂ) 310 240 8

４号給 221 170 8

２号給 4

53.8

76 58

６号給 1 1

8 7

100.0

12 3.9

76.9 57.1

1

比　　　　　　  　　率　(Ｂ) ／ (Ａ) 82.6 83.0

35 11.4

93

77.5

400

平成29年1月1日現在

28.2

(38) (100.0)

308
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　オ　期末勤勉手当

　(　)内は、短時間勤務職員の支給率

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 平成２９年１月１日現在

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当（平成２９年１月１日現在）

備　考

部長級職20%、課長級職15%、課長補佐
級職10%、係長級職6%、主任級職3%

部長級職20%、課長級職15%、課長補佐
級職10%、係長級職6%、主任級職3%

有

支給率計(月分)
支　給　期　間　別　支　給　率

区　　分
６月　(月分) １２月　(月分)

職制上の段階・職務の等級等
による加算措置

国の制度
(　1.025　)

2.025

本 年 度

前 年 度
2.075

2.275

(　1.075　)

2.125

(　1.05　)

(　1.225　) （　2.3　）

4.4

（　1.25　）

2.325 4.4

(　1.225　) （　2.25　）

（　2.3　）

2.275 4.3

その他の加算措置等 備　考
20年勤続の者25年勤続の者35年勤続の者 最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分)

支給率等 23.5 31.5 45.0

区　　分

国の制度
(支給率等)

25.55625 34.5825 49.59
定年前早期退職特例措置（2％
から45％加算)

45.0

49.59

定年前早期退職特例措置（2％
から20％加算)

支　 給　 対　 象　 地　 域 国の指定基準に基づく支給率（％）

10%

全　　地　　域

　10 ％

409人

支　　　 給　 　　率　 (％)

支 給 対 象 職 員 数 　(人)

全職種

０．０１７

１６．９２

　税務手当、福祉現業手当、出動手当、危険手当

１１．８７

国の制度
との異同

　支 給 対 象 職 員 の 比 率　(平成29年1月1日現在) ２．０２

技 能 労 務 職

国

 13,500円  13,000円

一 般 行 政 職

扶養手当
　6,500円  6,000円

　代　表　的　な　特　殊　勤　務　手　当　の　名　称

区　　分
代　表　的　な　職　種

 13,500円

差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

市

０．００５ ０.００７　給 料 総 額 に 対 す る 比 率　　　　(％)

区　　分

住居手当

欠 配 第 １ 子

配 偶 者

異

異

満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子

そ の 他

借家・借間に居住する世帯主等

 11,000円

  4,000円（1人につき） 　5,000円（1人につき）

 賃貸住宅支給限度額 27,000円
（年齢制限なし）

通勤手当 異 交 通 用 具 使 用 者 　支給限度額　13,290円

 15,000円(35歳未満）

 支給限度額　   31,600円
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

事　　　　　項 限　　度　　額
前年度末までの支出（見込）額

期　　間 金　　額

１
障害者施設建設費助成金
　　　　（平成１６年度）

２８，５００
平成１７年度から
平成２８年度まで

１８，０００

９
子ども・子育て利用者支援
事業委託（平成２８年度）

４７，６７５ 平成２８年度 １，９０７

１０
子育てひろば事業委託
        （平成２８年度）

２８，８６８

１１
ファミリー・サポート・
センター事業委託
      　（平成２８年度）

５１，１２０

１２
子育てひろば事業委託
　　　　（平成２９年度）

６４，２４０

１３
口座振替データ分割集合
処理等電算業務委託
        （平成２９年度）

５，７０３

１４
小和田橋補修工事
　　　　（平成２９年度）

１００，０００

２
あきる野市総合福祉センタ
ー指定管理業務委託
　　　　（平成２５年度）

９９，３０４
平成２６年度から
平成２８年度まで

５９，６９０

２８，３６５３
あきる野市産業文化複合施
設指定管理業務委託
　　　　（平成２５年度）

４７，２７５
平成２６年度から
平成２８年度まで

４
あきる野市体育施設指定管
理業務委託
　　　　（平成２５年度）

５００，４３２
平成２６年度から
平成２８年度まで

３００，８５７

５
ＬＥＤ街路灯借上料
　　　　（平成２５年度）

３３９，９４８
平成２６年度から
平成２８年度まで

１０１，９８５

６
市民プール指定管理業務
委託　　（平成２６年度）

２８３，１７４
平成２７年度から
平成２８年度まで

１１３，４０５

７
あきる野市中央図書館増戸
分室業務委託
　　　　（平成２７年度）

７２，３６０ 平成２８年度 １３，５００

８
窓口業務委託
　　　　（平成２８年度）

６４，１５２ 平成２８年度 １０，６８７
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（単位：千円）

額又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

当該年度以降の支出予定額
左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

期　　間 金　　額 国都支出金 地　方　債 そ　の　他

平成２９年度から
平成３５年度まで

１０，５００ １０，５００

平成２９年度から
平成３２年度まで

４５，７６８ ２０，５７６ ２５，１９２

平成２９年度から
平成３２年度まで

２８，８６８ １９，２４０ ９，６２８

平成２９年度から
平成３２年度まで

５１，１２０ １２，６６４ ３８，４５６

平成２９年度から
平成３２年度まで

６４，２４０ ２２，１７６ ４２，０６４

平成２９年度から
平成３４年度まで

５，７０３ ５，７０３

平成２９年度から
平成３０年度まで

１００，０００ ６９，７５０ ３０，２５０

平成２９年度から
平成３０年度まで

３９，６１４３９，６１４

平成２９年度から
平成３０年度まで

１８，９１０ １８，９１０

平成２９年度から
平成３０年度まで

１９９，５７５ １９９，５７５

平成２９年度から
平成３５年度まで

２３７，９６３ ２３７，９６３

１６９，７６９
平成２９年度から
平成３１年度まで

１６９，７６９

平成２９年度から
平成３２年度まで

５８，８６０ ５８，８６０

５０，４２６
平成２９年度から
平成３１年度まで

５３，４６５ ３，０３９
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（単位　：　千円）

前前年度末 前　年　度　末 当 該 年 度 末

現 　在　 高 現在高見込額 現在高見込額

 住  民  税  等

 減税補てん債

 臨  時  税  収

 補  て  ん  債

 臨  時  財  政

 対     策    債

 一  般  会  計

 出     資    債

2　 そ      の      他 13,899,635

 消            防

(8)  教            育

 農  林  水  産 0 0 17,500 0 17,500

 総            務

(2)  民            生

(3)  衛            生

(1)

(7)

112,805

2,955,692

802,704

3,910,646

(5)  商            工

(6)  土            木

(4)

区　　　　　　　分

                                    地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元金償還見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

                                    当該年度末における現在高の見込みに関する調書

579,237 0

52,325

1　普      通      債

2,833,211

(1)

(2)

14,463,036

2,556,041

12,966,603 11,763,607

1,707,940

169,428

2,709,540

511,975

3,422,385

0

276,388

100,753

244,242

652,494 9,700

3,880,906

0

198,800

50,300

390,477

40,379

609,667 2,948,451

14,376,086

379,046

1,701,096

14,120,263 1,186,263 930,440

15,778

123,671

3,614,062

266,467

2,078,845

150,219

26,423

350

753,526

28,362,671　合            計

13,818,572(3) 12,990,129 13,385,835 1,186,263

0 49,388 176,368

27,086,866 1,684,363 2,631,536 26,139,693

498,100

479,799

26,423

0

88,000

0

97,206

133,8003,424,318

370,905

2,100(5) 2,800 2,450 0

(4)  減収補てん債 275,144 225,756
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